












【【ビビジジネネスス情情報報】】  
 

高度化事業の見直し・改善について 
 

この度、独立行政法人中小企業基盤整備機構では、高度化事業について従来から要望

の多かった事項を中心に制度の見直し・改善を行いました。 
以下にその主な改正点についてお知らせいたします。 

 
１．リニューアル事業の積極的推進 

平成１１年度以降これまで限定的な運用を行ってきた施設の再整備（リニューアル）に

ついて、今後は「施設再整備貸付」として積極的に貸付対象とする。 
２．使いやすい高度化事業制度へ向けての各事業の主な改正点 

（１）各事業共通事項 

① 施設の新設、増設はもとより改築、改装についても資本的支出と認め、資産計上され

るものであれば貸付対象とする。また、１台当たりの取得価格・耐用年数の制限を廃止、

資産計上されるものであれば単価は問わない。 
② 高度化資金の残債を有する施設を取り壊す際、原則として繰上償還が必要となるが、

改造後の施設が以前の施設と同等以上の価値・機能を有し、債権保全上支障がないと認め

られるときには繰上償還を求めない。 
③ 他の第三者に長期間賃貸することを目的とする施設については貸付対象としないこと

としているが、長期間の定義を「１ヶ月以上」から「１年以上」に改正。 
（２）集団化事業 
① 限定的な規定であった「一の団地」と「一の建物」の定義を廃止。これにより、機能

的運営が確保されるのであれば隣接地でない場所での団地整備が可能となり、また建物は

合理的な理由がある場合には分棟でも可能となった。 
② 団地内道路の幅員に係る要件（主要道１０ｍ以上、その他６ｍ以上）を廃止。 
③ 商店街パティオ事業を実施する際の集団化事業の用に供する敷地面積及び広場の面積

に係る要件（敷地面積 500 ㎡以上、広場面積 150 ㎡以上）等を廃止。これにより、地域
の実情に合わせた小規模な商店街パティオ事業も可能となった。 
④ これまで集団化事業において組合員が施設を長期賃貸する際は、「他に自己所有する施

設がない者」に限定していたが、この要件を廃止。これにより、多店舗展開しているよう

な力のある中小企業が組合に加入し、施設を利用することが可能となった。 
（３）集積区域整備事業 

① これまでの「集積区域」の細かな定義を廃止し、今後は、集積していると判断されれ

ば「集積区域」とする。 
② これまでは組合員施設の整備に係る貸付けは「組合員貸し」のみであったが、「組合貸

し」または「組合員貸し」のどちらも可能となった。 
③ これまで集積区域整備事業において組合員が施設を長期賃貸する際は、「集積区域内に

他に自己所有する施設がない者」に限定していたが、この要件を廃止。 
（４）集団化事業・施設集約化事業 

 中小小売商業振興法第４条第２項又は第３項の認定を受けた場合の無利子となる要件を

「組合員等の２分の１以上が、当該市町村の区域において当該計画の作成前から事業を行

っている者であること」と限定していたが、この要件を廃止。これにより、当該市町村の

事業者に限らず事業意欲のある者が参加しやすくなった。 
（５）共同施設事業 

① アーケード、カラー舗装等商店街の環境の整備に関する施設を整備する場合の必要人

数を「２０人以上」から「１０人以上」に緩和。 
② 会議場施設、広場又は駐車場のみを設置する際の、参加人数５人以上となっていた要

件を他の共同施設と同様に４人以上に改正。 
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６５歳までの継続雇用を！！(第１回) 

～中央会は『６５歳継続雇用達成事業』に取り組んでいます～ 

急速に労働力の高齢化が進展する中、従業員等が年金支給開始年齢まで働き続けることができるよう

にするために、「高年齢者雇用安定法」が改正され、平成 18年 4月から、“６５歳までの雇用確保措置”（継
続雇用制度の導入、定年の引き上げなど）の実施が段階的に義務づけられました。 

  このため、本会は、平成１６年度から、岩手労働局からの委託により、会員組合及び組合員の構成員企業を

対象に定年延長をはじめとした、６５歳まで働くことができる環境の整備に努めながら、継続雇用制度の導

入比率向上を図ることを目的とする、「６５歳継続雇用達成事業」に取り組んでいます。 
  以下では、今年度の事業計画、６５歳継続雇用制度の概要、導入手順や留意点、導入事例、導入状況等につい

て３回に渡り説明いたします。 
 

＜事業の概要＞ 

１．実施主体  岩手労働局 

２．委 託 先  岩手県中小企業団体中央会 

３．実施期間  平成１６年度、平成１７年度、平成１８年度 （３年間） 

４．平成１８年度実施事業内容（予定） 

① 「65 歳継続雇用達成方針」に基づいた定年年齢の引き上げ及び継続雇用制度の導入促進 

 (協)盛岡卸センター、盛岡工業団地(協)、盛岡中央工業団地(協)及び北上金属工業団地(協)の組合員企
業７１社を６５歳継続雇用導入モデル企業として、次の継続雇用制度等の導入支援を行い、その導入ノ

ウハウの蓄積をもって県内中小企業等への導入を促進する。 
（ア）定年年齢を６５歳に引き上げる 
（イ）希望者全員を対象として６５歳まで継続雇用する制度 
（ウ）継続雇用対象基準等を労使協定や就業規則等で定め、これに該当する限り６５歳まで継続雇

用する制度 
②本会会員（全体）を対象とした事業メニュー

・ 本会会員組合及び組合員企業の代表者・雇用管理担当者を対象とした「全体セミナー」を開催。 

・ 制度導入の好事例となる事業所を視察し、報告書を作成・配布することで、制度の普及推進を図る。 

・ 最終年度ということで、事業定着調査（対象：事業対象 71 社）を行い、事業成果を検討・分析する。 

③ その他の継続雇用制度の相談・援助体制及び普及・啓発 

・ 支援体制＝継続雇用制度導入あるいは制度の見直しを図ろうとする会員組合及び組合員企業に対し

個別相談等により支援を行う。  
・ 相談窓口の設置＝会員組合及び組合員企業の継続雇用制度の導入に向けた取り組みを積極的に支援

するため本会に「継続雇用相談窓口」を設置する。 

・ 普及・啓発＝傘下企業に対する啓発・周知チラシ・ポスター・ホームページの更新 

 

※ 本事業は、（協）盛岡卸センター、盛岡工業団地（協）、盛岡中央工業団地（協）、北上金属工

業（協）のご協力をいただき実施しております。 
 

 ○ 高年齢者雇用安定法第９条 

（定年の引き上げ、継続雇用制度の導入等による高年齢等の安定した雇用の確保） 

定年（65 歳未満のものに限る）の定めをしている事業主は、その雇用する高年齢者の６５歳までの安定した雇

用を確保するため、 

① 65 歳までの定年引き上げ、②継続雇用制度（再雇用、勤務延長）の導入、 ③定年の定めの廃止 

のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を平成 25 年度までに段階的に講じなければなりません。  



 高年齢者雇用確保措置の上限年齢は、次のスケジュールで段階的に引き上げることとなっています。 

  ●平成 18年 4月 1日～19年 3月 31日：62歳 

  ●平成 19年 4月 1日～22年 3月 31日：63歳 

  ●平成 22年 4月 1日～25年 3月 31日：64歳 

  ●平成 25年 4月 1日～        ：65歳 

○導入手順 

（1）定年の引き上げ   （2）継続雇用制度の導入  （3）定年の定めの廃止からの選択 

 

※１ 事業主は、労使協定により、②の継続雇用制度の対象となる高年齢者に係わる基準を定め、当該基準

に基づく制度を導入したときは、②の措置を講じたものとみなします。 

※２ 経過措置として、事業主が努力したにもかかわらず、協議が調わないときは、次の期日までは、就業

規則等により「対象者に関る基準」を定め、当該基準に基づく継続雇用制度を導入することができます。 

この期間内に労使協定で基準を定めるように、労使において継続して協議を行うことが必要です。  

  ●大企業（常時雇用する従業員数：300人超）･････平成 21年 3月 31日まで 

  ●中小企業（ 常時雇用する従業員数：300人以下）･････平成 23年 3月 31日まで 

 



 
 

平成１８年度 第３・四半

国等の中小企業向け物品等の発注計画は、次のとおりと

官公庁へお問い合わせください。 

・中小企業向け官公需特定品目                              

発注機関名 

品  名 数量

（独）農業・食品産業

技術総合研究機構 

東北農業研究センタ

ー 

企画管理部会計チー

ム（調達） 

TEL：019-643-3440 

A 重油 

 
８０,

独立行政法人緑資源

機構東北北海道整備

局 

TEL:019-654-0101 

事務用品 

印刷 

台所・食卓用品 

台所・食卓用品 

事務用品 

 

 

― 

奥州市 

総務部財政課契約係 

TEL：0197-24-2111 

観光パンフレット

リーフレット 

ロードマップ 

10,

 40,0

40,0

 

・工事の一般競争の発注に関連する情報                   

発注機関名 

工事名 場所 

ｸﾞﾗﾃﾞｨｵﾄﾛﾝ温度

勾配ﾁｬﾝﾊﾞｰ改

修工事 

盛岡市

（独）農業・食品産業技

術総合研究機構 

東北農業研究センター 

企画管理部会計チーム

（調達） 

TEL：019-643-3440 

 

省力乳牛舎ﾊﾞｰ

ﾝｸﾘｰﾅｰ改修工

事 

盛岡市

北上川黄海地区

築堤工事 

 

 

 

藤沢町

 

 

 

 

 

 

一

施

 

北上川平泉地区

環境整備工事 

平泉町

 

 

 

 

 

 

 

一

国土交通省 

 東北地方整備局     

岩手河川国道事務所 

経理課        

TEL：019-624-3131 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平泉地区道路改

修工事 

平泉町

 

 

 

 

一

【【官官公公需需発発注注情情報報・・中中退退金金制制度度】】  

期官公需発注ニュース 
なっていますので受注希望組合及び事業所は、直接、

                                  （単位:千円） 

調 達 方 法 

 
金額 

(千円)

規格・

仕様等
入札方法 時期

000 ㍑ ― 
JIS１種

２号 
一般競争

１０月

下旬 

４５０ 

４０ 

５ 

１６ 

２００ 

 

― 

随意契約

随意契約

随意契約

随意契約

随意契約

未定

未定

未定

未定

未定 

000 部

00 部

00 部

― 

A4・24 頁

― 

― 

一般競争 １１月

                                       （単位:千円） 

情 報 内 容 

概要 工期 
入札 

時期 

温室空調設備ほか改修 約３ヶ月
１１月 

下旬 

ﾊﾞｰﾝｸﾘｰﾅｰほか改修 約２ヶ月
１０月 

下旬 

般土木工事 

工延長 L＝１７０ｍ 

盛土工 V＝29,000m3 

植生工 A＝4,000m2 

約５ヶ月

 

 

 

 

 

 

第３四

半期 

 

 

 

 

 

般土木工事 

散策路 L＝800m 

階段工 N=１箇所 

緩傾斜坂路Ｎ＝１箇所 

高水敷整正 A=3.0ha 

親水護岸 L=100ｍ 

約５ヶ月

 

 

 

 

 

 

 

第３四

半期 

 

 

 

 

 

 

般土木工事 

盛土工一式 

護岸工一式 

排水構造物工一式 

約５ヶ月

 

 

 

 

第３四

半期 

 

 

 



川目道路改修工

事 

盛岡市

 

一般土木工事 

切土工一式 

盛土工一式 

補強土壁工一式 

護岸工一式 

約５ヶ月

 

 

 

 

第３四

半期 

 

 

 

一関遊水地衣川

橋床版工事 

平泉町

 

床版工 １式 

 コンクリート ３８０ｍ3 

 鉄筋     87ｔ 

約６ヶ月

 

第３四

半期 

水沢・盛岡国道

管内標識等設置

工事 

一関市

～ 

盛岡市

 

維持修繕工事 

案内標識４５基 

約６ヶ月

 

第３四

半期 

二戸・盛岡西国

道管内標識等設

置工事 

二戸市

～ 

雫石町

維持修繕工事 

案内標識２１基 

約６ヶ月

 

第３四

半期 

福養揚水機場ポ

ンプ設備新設工

事 

平泉町

 

機械設備工事 

水中モーターポンプ製作据付 

φ250mm-30kw ２台 

送水管設置φ400mm L=160ｍ

（主要建設資材需要見込み量）

ダクタイル鋳鉄管φ400-13.3ｔ 

SGP φ400 L=160m 

 

約６ヶ月

 

第３四

半期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北上川上流水門

設備等改修工事

 

盛岡市

～ 

一関市

 

機械設備工事 

開閉機取替 電動ラック式 ４台

塗替塗装  樋門樋管 ３箇所 

約６ヶ月

 

第３四

半期 

 

 
中小企業退職金共済制度加入促進強化月間 実施 

 独立行政法人勤労者退職金共済機構では、中小企業退職金共済制度の一層の加入促進を図るため、 

10月１日から３１日までの期間「中小企業退職金共済制度加入促進強化月間」を実施いたします。 

 中退共制度(中小企業退職金共済制度)とは（中小企業の退職金を国がサポートします） 

 

                制度のしくみ（中退共制度は法律で定められた社外積立型の退職金制度です） 
 昭和３４年に国の中

小企業対策の一環とし

て制定された「中小企業

退職金共済法」に基づき

設けられた制度です。 

①事業主が機構・中退共と退職金共済契約を結びます。後日、従業員ごとの共済手帳を送付します。 
②毎月の掛金を金融機関に納付。掛金は全額事業主負担です。 
③従業員が退職したときは、その従業員の請求に基づいて機構・中退共から退職金が直接支払われます。 

 
 
 
 

 制度の特色 

◆有利な国の掛金助成 

 新しく加入する事業主に、掛金月額の 1/2（従業員ごと上限 5,000 円）を加入後 4 ヶ月目から１年間、国が助成します。短時間労働者の

特例掛金月額 2,000 円・3,000 円・4,000 円には掛金月額の 1/2 の額にそれぞれ 300 円、400 円、500 円が上乗せされます。 

 また、18,000 円以下の掛金月額を増額する事業主に、増額分の 1/3 を増額月から 1年間、国が助成します。 

◆掛金は全額非課税 

 掛金が事業主が全額負担し、法人企業の場合は損金として、個人企業の場合は必要経費として、全額非課税となります。 

◆簡単な管理 

 掛金は口座振替ですので手間がかかりません。また、従業員ごとの納付状況、退職金額を事業主にお知らせしますので、退職金の管理が

簡単です。 

◆通算制度でまとまった退職金 

 加入前の勤務期間(過去勤務期間)の通算制度、転職した場合の通算制度があります。 

◆退職金は直接従業員へ 

 退職金は、中退共本部から直接、退職した従業員の預金口座に振り込みます。退職金の支払いは、一時金払いのほかに、一定の要件を満た

していれば分割払いで受け取ることもできます。 

 
 



 

    二 戸 市      

－Town Information－  
五穀（ラーメン・せんべい・冷麺）、どぶろく、浄法寺塗 

天台寺、馬仙峡、九戸城、折爪岳、稲庭岳、座敷わらし 

【【市市町町村村情情報報編編】】  

ＵＲＬ http://www.city.ninohe.iwate.jp/

二戸市    メモ：人口  ３２，１３１人  面積 ４２０．３１㎢ 

〒028-6192 二戸市福岡字川又４７ TEL0195-23-3111 

○ 新幹線や高速自動車を最大限生かした県北の拠点都市                          

☆ 都市と農村が融合する街 

平成 18年１月１日、二戸市と浄法寺町が合併し、新「二戸市」が誕生しました。地域の発展と市民福祉の向上を図りながら、

二戸市の将来像「活力と安心、歴史文化の薫る拠点都市」の実現を目指して、新たなまちづくりを行っています。 

二戸市は、岩手と青森県境に接する内陸北部に位置し、丘陵地が大半を占め、折爪馬仙峡県立自然公園や金田一温泉郷など豊

かな自然環境に恵まれています。畑作、畜産が盛んで、葉たばこやブロイラーは、全国にその名を知られる産地となっており、

キュウリやリンゴも主力生産物として、生産の拡大を図っています。 

☆ 全国に誇る浄法寺塗・雑穀 
健康食として全国的に脚光を浴びているアワ・ヒエ・キビなどの雑穀の生産を行っています。また雑穀を取り入れた特産品

開発にも力を入れていて、今までにラーメン、冷麺、コンニャク、ギョウザ、せんべいなどの雑穀入り商品が開発されました。

今後、新たな食品と組み合わせた特産品を開発し、雑穀の効能を紹介しながら、雑穀の生産拡大、消費拡大を目指しています。 
また、良質な生漆の産地として名高く、かつては漆相場を左右していたといわれ、今でも国内産生漆の約６割を当地域で生産

し、また伝統工芸品「浄法寺塗」の産地として知られます。漆の魅力は、深い色合いと光沢のもつ豊かさ、そして感触。素朴で

重厚な使う人の手にしっかり納まる漆器は食育にも最適、雑穀とともに全国に発信していきます。 

☆ 歴史薫るまち 

二戸市は、天台寺や九戸城跡などに代表 

される歴史と文化が豊かなまちです。 

天台寺は、奈良時代の神亀５年（728）年、 

行基が開山したと伝えられ、地域の人々は 

「おやま」と呼び、精霊の宿る深山を畏敬 

の念で仰ぎみてきました。九戸城跡は、約 

34㌶の平山城で、天正 18年（1590）、九戸 

政実が率いる五千の軍勢と豊臣秀吉の奥州仕置軍６万が戦った歴史を持ちます。現在は城跡だけですが、当時の戦いを感じるこ

とができます。 

☆ 交通の要衝として周辺地域とスクラム 

平成 14年 12月、東北新幹線盛岡八戸駅間が開業し、都市部からのビジネス、観光への利便性が高くなりました。このことを

契機として、青森県、秋田県の市町村を含む周辺 18 市町村と交流“トリコロール”エリアとして連携しています。他にも高速

道路浄法寺インターや国道４号、主要地方道二戸五日市線などもあることから、交通の要衡としての役割は高まるばかりで、岩

手県北の拠点都市として、今後の発展が期待されています。 

○ 『統一のれん』 事業                                    

これまでの区画整理や街路事業などハード事業だけに頼るのではなく、中心商店街がもてなしの心を持ち、二戸の特色を前面 

に打ち出すために、平成１６年に中心市街地活性化補助金を活用し『統一のれん』事業を実施しました。 

１４３店が参加し、地域住民・商店街が「自分たちの街・商店街」として再認識し街の活性化につながっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ カシオペアメッセ・なにゃーと         二

ＪＲ・ＩＧＲ二戸駅に隣接した二戸広域観光物産センター「カシオペ

秋田県北東、岩手県北の北東北３県の交流・連携のシンボルとして誕生

 「なにゃーと」のシンボルともいえる、３６０度のパノラマが楽しめ

どに使用できるメッセホールやイベントホール、二戸の素材を生かした

町村のお土産を多数取りそろえた物産センターなどがあります。また、

拠点としてご利用いただけます。 
戸市石切所字森合６８ 

アメッセ・なにゃーと」は、二戸

しました。 
る展望タワー、特産品フェアや

メニューが好評のレストランの

観光案内を併設した駅レンタカ
TEL0195-23-7210    
駅を中心とした青森県南、

展示会、芸術文化の発表な

ほか、北東北３県の１９市

ーもあり、北東北の観光の

http://www.city.kuji.iwate/


 
 
【【組組合合運運営営ＱＱ＆＆ＡＡ】】  

本欄では、組合を運営していく上で生じやすいと思われる質問・疑問について、一

問一答形式でお答えします。 

Q&A １ 
Ｑ．産業構造の転換期にあり、組合員の減少など、思うような組合運営ができない状況が続い 

ており、今後は、同業組合や異業種の組合と合併を視野に入れていますが、組合の合併は 
可能でしょうか？

Ａ．吸収合併（中小企業等協同組合法『以下、組合法』第６３条の２）は、吸収する組合を存続組合として、

消滅する組合の権利義務の全てを存続組合に承継させる合併形態ですし、新設合併（組合法第６３条の３）

は、２以上の組合がする合併で、合併により消滅する組合の権利義務を新たに設立する組合に承継させる

合併形態です。 
流れとしては、当該組合同士が総会の特別議決を経て、組合法に基づく合併契約書を作成し、契約を

締結する必要があります。ただし、吸収合併の場合で、消滅する組合の総組合員数や総資産の額が、存

続組合のそれぞれ５分の１以下であれば、存続組合の総会の決議がなくとも合併することができますが、

総会の特別議決を経る事が望ましいでしょう。 
 新設組合の場合は、各組合がそれぞれ総会で選任した設立委員が共同で定款を作成し、役員を選任し、

その他設立に必要な行為を行います。 
 この間、公告のほか、債権者保護手続きなど様々な手続きがありますので、中央会にご相談ください。 
 合併契約を締結後は、行政庁に対して合併の認可申請を行い、認可を受け、それぞれの組合が登記を

完了することによって、正式に合併が達成されます。 
以上のとおり、組合の合併の方法について、説明しましたが、最も重要なことは、合併によって、お

互いの組合及び組合員企業が、経済的価値を得られるか、若しくは、経済的な価値が得られるように組

織構造を合併によって、変化させられるかが課題であります。 
一般的に合併の目的は、次の５つの要因に分かれると思われます。 
① 垂直型合併 
垂直型合併とは、企業活動において、後方又は前方へ統合することで、後方垂直統合とは、重要な原

材料の供給業者を買収する方法、前方垂直統合とは、自社の顧客や流通チャネルを買収する方法です。 
例えば、外食チェーンが食品卸会社を買収したり、菓子製造業が菓子小売業を買収したりすることで、

これまでの顧客や取引先を内製化することにより、付加価値を生み出そうとすることです。 
② 水平型合併 
水平型合併とは、競合する企業を買収することで、競争環境を緩和する方法です。これは、反競争的

な意味合いを持つことから、独占禁止法の対象となる場合がありますので注意が必要です。 
③ 製品拡張型合併 
製品拡張型合併とは、製品ラインを獲得することで、既存の製品群を補完することができます。 
例えば、子供向け衣料品店が、子供の親の年代層のカジュアル衣料品店を買収することにより、衣料

品のカテゴリー層を拡張することにより、販売機会の向上を目指すことなどです。 
④ 市場拡大型合併 
市場拡大型合併とは、新たな地理的販路を獲得するために、新たなターゲット地域の同業者などを買

収する方法で、例えば、本州では強い紳士衣料品店が、手薄な九州地域での市場拡大のために九州地域

の同業他社を買収することにより、新たな販売エリアを得ることです。 
⑤ コングロマリット型合併 
以上の①～④以外の合併タイプで、関連性がない合併のことです。企業の経営上関連性がないことは、

単純に１＋１＝２の合併タイプで、相乗効果が他の合併に比べ非常に少ないことから合併効果が期待し

にくい合併タイプです。 
【参考文献 企業戦略論 上・中・下３巻（ダイヤモンド社）】 

 この様に合併タイプは様々ありますが、基本的な戦略の考え方として、生産コストや流通コストの削

減の可能性等の技術の経済性や効果的な節税、借入金活用の機会の増大、様々な優遇制度の活用などの

財務的な動機、市場支配力の創造、組織管理の効率化などを念頭において、合併を進める必要がありま

す。  



  

  

景況感は上向きで推移 (平
〈全体の概要〉                        

８月は猛暑とも言える暑さだったが、食料品製造業・各種商

要を確保した模様。その他の製造業・卸売業では原材料単価・

化が目立ってきている。全体の景況 DI 値は△24 で、先月の

と比べると確実に景気が改善しつつあることを示している。公

高騰等の諸要因で、業種によっては依然厳しい状況にあるが基

〈主な業界及び地域組合等の動向〉             

◆   パ  ン   製  造   業         

今年は酷暑にも関わらず頑張った。予想より

落ち込みが少なく来月に期待している。 

◆  漬  物  製   造  業          

大手スーパーの常時安値販売で、売出企画の

盛り上がりが難しい。                  

◆  木  材 ・木 製 品 製 造 業         

住宅着工数は増加するも大手メーカーの受注が大

半で地元は下請けに廻っている。 

◆   窯 業 ・ 土 石 製 造 業       

前月に続き出荷量は全体で 140%と好調な伸びを
示している。 
◆    鉄 鋼 金 属  製  造  業       

見積件数が増加してきた。大規模工事の殆どは県

外業者が占める。全国的に仕事量は増加しており材

料不足の心配が出てきた。 

◆  水 産 物  卸  売  業 （盛岡市)               

８月は台風の影響もあり品薄感が強まり、魚価は

強含みに推移し取扱金額の増加となった。取扱金額

前年同月比

◆   酒 

酒類の消

厳しい状況

◆    

８月の防

◆    

天候良好

中の売上は

状況。 

◆    

７月より

があり、市

少、談合や

ている。 

◆    

・一部請

・請負価

収益の悪

● 前年同月(平成１７年８月)との数値

計 １５ ２５ １６ ４ ３０ ２１ １ ４

 

【情報連絡員レポート】
【情報連絡員レポート】

成１８年８月) 
                              

品小売業は盆商戦等で例年並みの需

仕入単価の上昇の影響により収益悪

景況ＤＩ値△32 及び昨年同月値△49

共事業の減少、金利上昇、原油価格

調としては上向きで推移している。 

                                        

   

1.1%の増加。 

・ 調 味 料  小 売 業          

費数量前年比 98%、販売金額前年比 96%と

。暑さによりﾋﾞｰﾙ・清涼飲料は売れた。 

 自 転 車 小 売 業       

犯登録販売は前年比 50%ダウン。 

 商  店  街 (一 関)      

で夏祭り等は賑わったものの、期間

低調に推移。全体として前年割れの

板  金  工  事  業       

カラー鋼板メーカーの一斉値上げ

場環境は混乱している。公共工事減

指名停止等で建設業界は大きく揺れ

土  木  工  事  業       

負工事額の増加があった。 

格下落と建設資材価格の高騰により

化が見られる。 

の比較 ● 
１７年８月の景気動向           

 売上高 収益状況 資金繰り 業界の景況 

 増加 不変 減少 好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 好転 不変 悪化

製造業 ２ ５ ９ １ ６ ９ ０ １１ ５ ２ ５ ９

非製造業 ５ １０ ２２ ２ １４ ２１ ０ ２６ １１ １ １６ ２０

計 ７ １５ ３１ ３ ２０ ３０ ０ ３７ １６ ３ ２１ ２９

             

１８年８月の景気動向           

 売上高 収益状況 資金繰り 業界の景況 

 増加 不変 減少 好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 好転 不変 悪化

製造業 ４ １１ ４ ３ １１ ４ ０ １５ ４ ２ １３ ３

非製造業 １１ １４ １２ １ １９ １７ １ ２９ ７ ０ ２５ １２
４ １１ ２ ３８ １５
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